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                             平成 22 年 12 月 15 日 

各 位                   

会 社 名 株式会社川島織物セルコン 

代表者名 取締役社長  中西 正夫 

（コード番号 ３００９ 東証一部） 

問合せ先 取締役執行役員  森 仁士 

（電話 ０７５－７４１－４３１５） 

 

第三者割当による新株発行及び自己株式処分の払込完了 

並びに主要株主及び筆頭株主の異動等に関するお知らせ 

 

平成 22 年 11 月１日開催の取締役会において決議いたしました第三者割当による新株発

行及び自己株式の処分の払込が本日完了いたしましたので、下記の通りお知らせいたしま

す。 

また、これにより主要株主である筆頭株主及び「その他の関係会社」の異動がありまし

たので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．第三者割当による新株式発行及び自己株式の処分 

１．発行要領 

（1）募集株式の数    普通株式 48,000,000 株 

（2）払込金額        １株につき 金 46 円 

（3）払込金額の総額   2,208,000,000 円 

（4）増加する資本金     1,104,000,000 円 

（5）増加する資本準備金 1,074,896,549 円 

（6）申込期日           平成 22 年 12 月 13 日 

（7）払込期日           平成 22 年 12 月 15 日 

（8）割当先及び株式数   株式会社住生活グループ 48,000,000 株 

 

２．今回の第三者割当増資による発行済株式総数及び資本金の額の推移 

増資前発行済株式総数 93,903,222 株 （増加前資本金 8,277,670,450 円） 

増資による増加株式数 48,000,000 株 （増加資本金 1,104,000,000 円） 

増資後発行済株式総数 141,903,222 株 （増加後資本金 9,381,670,450 円） 
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３．処分要領 

（1）募集株式の数    普通株式 399,000 株 

（2）払込金額        １株につき 金 46 円 

（3）払込金額の総額   18,354,000 円 

（4）申込期日           平成 22 年 12 月 13 日 

（5）払込期日           平成 22 年 12 月 15 日 

（6）処分先及び株式数   株式会社住生活グループ 399,000 株 

 

Ⅱ．主要株主である筆頭株主の異動及び「その他の関係会社」の異動 

１．異動が生じた経緯 

平成22年 11月１日開催の取締役会において決議いたしました第三者割当による新株発

行及び自己株式の処分の払込完了により、株式会社住生活グループ（以下「住生活グルー

プ」といいます。）は当社議決権総数の 34.28％を有することになったことから、平成 22

年 12 月 15 日付で、当社の主要株主である筆頭株主及び「その他の関係会社」に異動が生

じることになりました。 

 

２．当該株主の概要 

（１）名称 株式会社住生活グループ 

（２）所在地 東京都江東区大島二丁目１番１号 

（３）代表者の役職・氏名 取締役社長 杉野 正博 

（４）事業内容 

国内外の住生活関連事業・都市環境関連事業を営む会社

の株式または持分を取得、所有することによる当該会社

の事業活動の支配、管理 

（５）資本金 68,121百万円（連結） 

（６）設立年月日 昭和24（1949年）年９月19日 

（７）連結純資産 516,321百万円（平成22年3月31日現在） 

（８）連結総資産 1,033,503百万円（平成22年3月31日現在） 

日本トラスティサービス信託銀行㈱信託口 5.97％ 

日本マスタートラスト信託銀行㈱信託口 5.39％ 

野村信託銀行㈱信託口 3.88％ 

日本トラスティサービス信託銀行㈱信託口９ 2.76％ 

（９）大株主及び持株比率 

第一生命保険株式会社 2.07％ 
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株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1.85％ 

株式会社三井住友銀行 1.72％ 

日本生命保険相互会社 1.62％ 

公益財団法人トステム建材産業振興財団 1.59％ 

トステム従業員持株会 1.51％ 

 

※平成 22 年９月 30 日現在の発行済株式総数に対する所有株式

の割合 

資本関係 

当社と住生活グループとの間には、記

載すべき資本関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と住生

活グループの関係者及び関係会社の

間には、特筆すべき資本関係はありま

せん。 

人的関係 

当社と住生活グループとの間には、記

載すべき人的関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と住生

活グループの関係者及び関係会社の

間には、特筆すべき人的関係はありま

せん。 

取引関係 

当社と住生活グループとの間には、記

載すべき取引関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と住生

活グループの関係者及び関係会社の

間には、特筆すべき取引関係はありま

せん。 

（10）当事会社間の関係 

関連当事者への

該当状況 

住生活グループは、当社の関連当事者

には該当しません。また、住生活グル

ープの関係者及び関係会社は、当社の

関連当事者には該当しません。 

 

 

 

３．当該株主の所有株式数（議決権の数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

住生活グループ 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権数

に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（平成22 年９月30日現在） 
－ － - 
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異動後 
48,399 個 

（48,399,000 株） 
34.28％ 第１位 

（注）議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数 735,222株 

平成22 年12月15日現在の発行済株式総数 141,903,222株 

 

４．異動前後における住生活グループの所有する議決権の数及び議決権所有割合 

議決権の数（議決権所有割合） 

 属性 
直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － － － 

異動後 その他の関係会社 
48,399 個

（34.28％） 
－ 

48,399 個

（34.28％） 

 

５．異動年月日 

平成 22 年 12 月 15 日 

 

６．「開示対象となる非上場の親会社等」の変更の有無 

該当事項はありません。 

 

７．今後の見通し 

当社と住生活グループは、業務資本提携により、相互協力関係を強化して両社のシナジ

ー効果発揮に向けた取組みを行い、その結果企業価値の向上に資するものと判断しており

ますが、現時点では、平成 23 年３月期の業績への具体的な影響額については未定です。

業績予想を修正する必要が生じた場合は、適時開示いたします。 

 

 

以上 


